
0



1



2



3

 ２０１５年度 第１四半期の実績

 売上収益は、前年同期比で、６％増収の ２,６０９億円、

事業利益は、６９億円減益の １６５億円、

四半期利益は、前年同期の営業利益に、一時的な利益となる

年金制度改定益 約３００億円を計上していたため

３６０億円減益の１０５億円。

なお、年金制度改定益を除いた四半期利益に対しては、

５９億円の減益。



 事業セグメント別の四半期売上収益推移

 前年同期に対し、

プリンティングソリューションズは、１２０億円の増収、

ビジュアルコミュニケーションは、３２億円の増収、

ウエアラブル・産業プロダクツは、前年同期並み。

 なお、当四半期における売上収益の為替影響は、

前年同期比で 約２１８億円 のプラス影響。

 セグメント別売上収益について、前年同期、および４月３０日に開示した

業績予想の前提となる第１四半期の社内計画と比較して説明。

 まず、ビジュアルコミュニケーションについて、前年同期との比較では、

プロジェクターが、サッカーワールドカップ特需があった前年同期に対し、

南米向けや欧州向けのエントリー機を中心に販売数量が減少したが、

高光束や超/短焦点などの高付加価値商品の販売が堅調に推移し、

また為替のプラス影響もあり、増収。

 一方、社内計画比では、プロジェクターが、南米向けで通貨下落の影響、

欧州向けで教育予算の執行遅れなどの影響を受けたものの、

超／短焦点など高付加価値商品の販売が、ほぼ計画通りに推移し、

為替のプラス影響もあり、社内計画並みの売上収益となった。

4



 プリンティングソリューションズ事業セグメントの第1四半期売上収益の前年同期比較

 プリンターは、インクジェットプリンターにおいて、
インクカートリッジモデルの販売数量が減少したものの、

アジアを中心に大容量インクタンクモデルの販売数量が順調に拡大するとともに、

先進国では、消耗品がMIF構成の改善にともない堅調に推移。

 さらに、SIDMにおいて、中国・マレーシアの徴税需要増により販売数量が増加し、
為替のプラス影響もあり、プリンター事業で１０４億円の増収。

 プロフェッショナルプリンティングは、フォト・グラフィック向けや業務用フォト向けを
中心に、大判プリンターの本体・消耗品の売上が増加したことや、

米国などにおいてPOSプリンターの入札案件やチャネル販売が好調に推移した

ことに加え、為替のプラス影響もあり、４８億円の増収。

 なお、プリンターとプロフェッショナルプリンティングは、
為替のプラス影響を除いても、増収。

 PC その他は、前年同期に、OS切り替えにともなう一時的なPCの需要増が
あったことから、今期は３１億円の減収。

 社内計画に対しては、インクカートリッジモデルが、
日欧における一部流通在庫の増加による4･5月のセルイン減や、

米国を中心とした他社の価格プロモーションに対し、

採算性を考慮した販売を行ったことにより、数量が未達となったものの、

大容量インクタンクモデルが、南米の通貨下落などのリスクを織り込んだ計画に対して

若干上回ったうえ、消耗品およびプロフェッショナルプリンティングの

業務用フォトやPOSプリンターが堅調に推移したことに加えて、

為替のプラス影響もあり、セグメントの売上収益は、社内計画に対し上回った。
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 ウエアラブル・産業プロダクツ事業セグメントの第1四半期売上収益の前年同期比較

 ウエアラブル機器は、ウオッチにおいて、インバウンド需要を含む国内の

販売が好調に推移し、為替のプラス影響もあり、７億円の増収。

 ロボティクスソリューションズは、前年同期に大型案件の受注があった反動で、

１１億円の減収となったが、中華圏や欧米を中心に需要は堅調。

 マイクロデバイス他は、

水晶では、パーソナル機器領域の売上が減少したものの、

産業領域向けの売上が増加、

半導体では、前年同期で好調に推移した車載ディスプレー用ドライバーなどの需要が、

通常の水準に戻る一方で、

その他事業の表面処理加工事業で、新規顧客の開拓進展により売上が増加し、

為替のプラス影響もあり、事業としては前年同期並み。

 なお、社内計画に対しては、事業ごとの進捗に差はあるものの、

セグメントの売上収益は計画に沿って推移。
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 販売費及び一般管理費の四半期推移

 第１四半期の販売費及び一般管理費は、

ドル高による円換算費用の増加とともに、人件費の増加に加え、

ブランド強化や新規領域拡大のためのプロモーション活動推進などの

広告宣伝費ならびに販売促進費の増加、および、今後の成長を牽引する

戦略的商品のための研究開発費の増加などにより、

前年同期に対し７０億円の増加。
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 事業セグメント別の四半期事業利益推移

 第１四半期は、会社全体で前年同期比 ６９億円 の減益。

 為替の影響は、前年同期比でマイナス１億円。

 プリンティングソリューションズは５５億円の減益。

 ビジュアルコミュニケーションは、プロジェクターの販売数量が減少するとともに、

ドル高により海外生産品の製造コストが増加したものの、

高付加価値商品が増加したことによるモデルミックス変動の効果があり、

前年同期並み、社内計画並み。

 ウエアラブル・産業プロダクツは、売上収益が前年同期並みとなったことにより、

事業利益も前年同期並みとなったが、社内計画に対しては、

為替の影響および水晶事業の固定費削減効果などにより、上回った。

 また、全社費用・調整額は、

戦略的ブランド投資および研究開発費の増加などにより

１４億円の費用増。
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 2015年度 第1四半期 事業利益のポイント

 前年同期に対する事業利益の減益は、

主にプリンティングソリューションズの減益によるもの。

 前回、今期の業績予想発表の際に、全社およびプリンティングソリューションズの

上期での減益計画に織り込み、説明したとおり、

インクジェットプリンターにおいて、

大容量インクタンクモデルおよびインクカートリッジモデル消耗品の

増収効果があったものの、インクカートリッジモデルの生産数量が、

低い水準だった前年同期に対して増加したことに加え、

中期的な成長のための投資と費用の戦略的な投下を、計画通りに実施するとともに、

ドル高による海外生産品の製造コスト増加もあり、セグメント全体で減益。

 また、社内計画に対しては、プリンティングソリューションズの未達により、

全社で若干の未達。

 インクジェットプリンターにおいて、戦略の要となる

大容量インクタンクモデルおよび消耗品などは、堅調に推移。

 一方、足元から年末商戦までの販売見通し、および新製品の立ち上げ状況を見据えて、

インクカートリッジモデルについて、生産のタイミングを調整した結果、

第１四半期に生産数量が増加し、事業利益は、社内計画に対して未達。

 なお、第２四半期以降の生産数量は、前回予想の前提となる計画より減少することから、

年間を通じての影響は発生しない見込み。



 事業利益の前年同期比の要因分析

 為替は、ドルは円安に推移する一方で、ユーロが円高に推移したことにより、

為替影響はバランスした。

 数量変動は、大容量インクタンクモデルの増加や消耗品の販売増加などにより、

プラス。

 価格変動は、特に、プロジェクターの高付加価値モデルが堅調だったことから、

モデルミックス変動によりプラス。

 コスト変動は、価格変動のモデルミックス変動分に見合ったコスト上昇に加え、

インクカートリッジモデルの本体生産数量の増加に伴う、

低価法評価減の増加などにより、マイナス。

 販管費は、将来成長に向けたプロモーション費用や研究開発費用が増加。
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 財政状態計算書の主要項目

 資産合計は、棚卸資産の増加などにより、前期末に比べ ８４億円増加。

 棚卸資産は、季節要因による増加に加え、

インクジェットプリンターやプロジェクターにおける販売数量の計画未達により、

一時的に増加。
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 財政状態計算書の主要項目

 有利子負債は、前期末に比べて ４５億円増加し、１,９０５億円となり、

総資産の有利子負債依存度は １８．８％。

 ネットキャッシュは、３１５億円。

 親会社の所有者に帰属する持分は、前期末に比べて ５４億円増加し、

親会社所有者帰属持分比率は ４９．３％。
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 2015年度業績予想のポイント

 世界経済は、南米の通貨下落、ロシア経済の低迷、中国の経済減速、

米国の利上げなど不透明な要素が多いものの、

プリンターならびにプロジェクターなどの各市場では、足元で

４月３０日に開示した業績予想を見直すほどの大きな変動要因はなし。

 また、エプソンの基本的な戦略となる、大容量インクタンクモデルの販売拡大、

インクジェットプリンターのMIFの質改善による消耗品販売増加、

プロジェクターにおける販売数量の増加および高付加価値商品の販売増加、

各新規領域の着実な進展、などは、

多少の濃淡はあるものの、全体として計画に沿って推移していると認識。

 さらに、第１四半期の事業利益が、社内計画比で若干の未達となった主要因の

インクカートリッジモデル生産数量は、第２四半期以降は期初計画より

減少することから、四半期での入り繰りの可能性はあるが、

年間を通じての影響は発生しない見込み。

 以上を勘案し、今回の業績予想においては、

上期・通期ともに売上収益および各段階利益を据え置き。
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 ２０１５年度通期の業績予想

前回予想を据え置き、

売上収益は、１兆１,３００億円、

事業利益は １,０２０億円、

営業利益は １,０００億円、

当期利益は ７００億円。

第２四半期以降の前提となる為替レートも、前回予想前提と同じ

USD１１５円、EUR１２５円。

また、１円の円安による年間の事業利益への為替感応度も、

USDが２億円、EURが８億円で変更なし。
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 2015年度の事業セグメント別売上収益予想と、上期・下期別の内訳

 セグメント以下の売上収益及び事業利益も、前回予想値を据え置く。

 通期の売上収益は、

プリンティングソリューションズが、７，５７０億円、

ビジュアルコミュニケーションが、１，９１０億円、

ウエアラブル・産業プロダクツが、１，８００億円

を見込む。

 なお、年間のインクジェットプリンター販売数量は、

第１四半期において、社内計画に対し、

インクカートリッジモデルが減少した一方で、

大容量インクタンクモデルが上回ったことを加味し、

前期比で４％の増加を見込む。

 また、プロジェクターの販売数量は、引き続き、

エントリー機から高光束、インタラクティブ機まで幅広いラインアップを生かし、

市場成長を上回る 前期比７％の増加を見込む。
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 プリンティングソリューションズ事業セグメントの事業部門別売上収益予想と、上期・下
期別の内訳
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 プリンター事業の製品別売上収益予想と、上期・下期別の内訳
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 ウエアラブル・産業プロダクツ事業セグメントの事業部門別売上収益予想と、上期・
下期別の内訳
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 マイクロデバイス他事業の製品別売上収益予想と、上期・下期別の内訳
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 事業利益の事業セグメント別予想と、上期・下期別の内訳

 こちらも、前回予想を据え置き、通期の事業利益は

プリンティングソリューションズで、１，１３０億円、

ビジュアルコミュニケーションで、 ２３０億円、

ウエアラブル・産業プロダクツで、１１０億円 を見込む。



 設備投資と減価償却費

 設備投資も、前回予想を据え置き。

 次世代の商品・キーデバイスの先行開発、

中期的な生産能力構築に向けたフィリピンおよびインドネシアの工場増強、

好調な大容量インクタンクモデルおよびプロジェクターの増産対応など、

中長期的な成長をにらんだ戦略的投資を積極的に行っているが、

第１四半期では、社内計画に沿って執行した。

 減価償却費は、前回予想通りの４７０億円。
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 キャッシュ・フロー

 前回予想から変更なし。

 ２０１５年度は、

営業活動によるキャッシュ・フローを、１,２２５億円、

投資活動によるキャッシュ・フローを、 ６７５億円、

フリー・キャッシュ・フローを、 ５５０億円 で見込む。
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 主な経営指標

 前回予想と同じ

ＲＯＳが ９．０％

ＲＯＡが １０．１％

ＲＯＥが １３．５％
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